

































































































































































































































































































































































































































































































































(FASB） (2 05年６)1） (｢SFASl41改訂草案｣）






















































































































































































































































































































































① １Ｊ ＰＬ 
② 
ヨ0
2002年10月に締結した「ノーウオーク合意」に
基づいて，ＩＡＳＢとＦＡＳＢは企業結合会計・連結
会計に関する共同プロジェクトを設置し，その成
果を2005年６川301二|にそれぞれの基準設定主体か
ら公表している。ＩＡＳＢとＦＡＳＢは初めて，企
業結合会計に係る共同草案（IASB／ＦＡＳＢ公開
草案と通称されている）として，「IFRS3企業結
合に対する改訂案の公|汁1草案」（ハpos【"･ＣＤ/､/１
０/PrOposedA"zcﾉz(ﾉﾉﾉzc'ztstoIFRS3BlLsi"ess 
Com6j"αtjo"s－以下，「IFRS3改訂草案」と
いう）および「公'１M草案１１ｲ務会計基準書案企
業結合一ＦＡＳＢ基準書第141号の差し替え」
(ＥＭｏｓｌ"･ＣＤ/･(１／ｆ:Ｐ/･o/)ｏＭＳＭｃ"zc'ztq/Ｐｔﾉzα〃
clialAccoI"Ztj"ｇＳｔα〃ｄｌａ/･ｄＩｓＢ【zsiﾉZcssCo/7761i〃a-
tio'Ｚｓ－ａノ･Cplace"DC'2ｔｑ／ＦＡＳＢＳＭｅｍｅ'ｚｔ
/V０．１４１－以下，「SFASﾙ１１改訂草案」という）
を共同提案した。
「IFRS3改訂草案」においても，結合当事企
業双方の資産・負債をともに公''１(illi価で評１m・結
合する「フレッシュ・スタート法」の通り1]TTI能性．
導入が検討されている(50)。パーチェス法（取得法
とも'１１２ばれる）とフレッシュ・スタート法の選択
通１１１（あるいはフレッシュ・スタート法の強制通
)１１）という将来の基準化へlhlけて，Ｗｌｉｌ蔓，論議が
始まった。醍醐聰教授も推測されるように，企業
結合会計基準を巡る国際的動向を鑑れば，「パー
チェス1去ｏｒ／and持分プーリング法」ではなく，
｢パーチェス法ｏｒ／andフレッシュ・スタート法」
に収赦していくものと考えられる(３１１。
なお，「IFRS3改訂草案」（すなわちＩASB／
ＦＡＳＢ公ｌｌＩｉｌ草案）は，徹底１１ﾘに「経済的単一体
説」（oconomicunitconcept）と一致する会計処
Il1を提案している。たとえば，識))Ⅱ可能純資産に
雌づき認識された「のれん」の額を非支iliO株三iEi持
分（non-controllinginterest）に按分する。取
得企業が被取得企業の持分のすべてを取得しなかっ
た場合にも，非支配持分に相当する部分を含む公
jl;IllliI血で「のれん」が認識されている'521。すなわ
ち，ある企業が支配を獲得する取り｜・Zl1象を「企
業結合」とみなしている。これは，「全部のれん」
IＦＲＳ３ ｢企業結合基準」
企業結合の分緬 取得 110(得と持分の結合
企業結合の会計処1111法 パーチェス法の強制通lⅡ llY得にはパーチェス法適lH，持分の給合には持分プーリング法適用
正ののれんの会計処11Ｍ 減}[｛テスト法の強制通ⅡＩ
原１１'|適用：規Hll的償却法（20ｲlH以内の
償jilllUlIll1）
|ﾀﾞ'１外適111：ｔｌ１時償却法
負ののれんの会計処I1l1 I1lI時収崩法（負ののれんのiiLiiIjilO
①原111|通１１１：蜆Ⅱ'１的取崩法（20ｲ1Z以内の
llX)ill1lllIl） 
②ＩﾀﾞＩｌ外適)Ⅱ：即時取崩法
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2８企業結合会計基準の|工|際的収敏一lIil際Ⅱｲ務報告基準第３弓を'''心にして－
(fullgoodwill）に基づく会計処孤を要求してい
ることにほかならない。全部のれんの計上では，
子会社の識別不能資産・負債を含めて，子会社に１
体の公正ＩｌＩＩｉ値評価が要求され，そのため非支lllIU株
主持分に帰属する公正IIli値にものれんが付ｌｉｄする
とする全部のれんに基づく処Ill1が正当化されてい
る。これは，経済的単一体説の考え方に基づく(53)。
のれんは，支配獲得時における被取得企業全体
の公正I111iIifiと識別可能純資産の公正Iilli値との差額
として全部のれん方式で算定される。この方式で
は，取得の対価，識IIl1iz'｢能資産・負債，のれんの
測定時点（支配獲得時点）がすべて一致する。た
だし，全部のれん方式のｌＩｌｌ題点として，ｿli支lIi[l株
主持分に対する自己創設のれん（internallygen-
eratedgoodwill）の計上，全部のれんのilIll定の
信頼性に疑ｌｌＩｌがあることなどが指摘されている(５１)。
それにもかかわらず，ＩＡＳＢは，ＩＦＲＳ３をⅢ
論的に進展させる形で「IFRS3改訂草案」を
ＦＡＳＢの「SFAS141改訂草案」とともに共同提
案している。具体的には，フレッシュ・スタート
法の導入，全部のれんの計_上などが公開・提案さ
れた。わが'工|の「企業結合基準」は，基本ｌＷに，
持分プーリング法の容認，賀入のれん（１）u,℃has
edgoodwill）の計上を坐守するに1tまっている。
しかも，表５で示したように，現行基準である
IFRS3では，正ののれんには減損テスト法の強
制適用，負ののれんの消滅（Ml1時取崩法の孫'１１）
をメルクマールとするのに対し，「企業結合蛾準」
はそれぞれに「規則的償1il1法」または「＃lⅡ'Ⅱ|<]取
崩法」を原Ⅱ'|適用する。
「IFRS3改訂草案」が基準化されるような事
態になると仮定するならば，国際的会計基準と日
本基準との村|違は，さらに拡大していく。「企業
結合基準」の抜本的修正は余儀なくされるかもし
れないが，国際的調整（珊椛型国際化・他者依存
型国際化ではなく相互依存型|玉l際化）に基づく国
際的収赦を実現するためには，ＩＦＲＳ３および
｢IFRS3改訂草案」のI1l1論|Ｗ妥当性と実務'1<１通11］
可能性も検討されるべきである課題ではある。
mittee，Ｉ"tcﾉｿﾞlatio"α／Accol"ztiﾉlgISIt(z"(/α７Ｖノ
（ﾉｗＭノノ998）ＢｌＭｌｃｓｓＣｏｍ６ｊ"αUjo"s，（以下，
ＩＡＳ2２（1998改訂）と略す)，1998,ｐａｒａ､８．
（２）ＩＡＳ2２（1998改訂)，para､８．
（３）ＩＡＳ2２（1998改訂)，ｌ〕aras・’7-18.
（４）ＩＡＳ2２（1998改訂)，ｌ〕aras､７７－８(ｌ
（５）FinancialAccountingStan(lardsBoard， 
｣SMC"ze"ｔｑ〃7Y"α"cMAccolZM"ｇＳｔａＭａＭｓ
ノV０．川BlZsi"essCo'"bji"(ztio"s，（以下，SFAS141
と'11Hす)，2001,pal､a」5．
SFAS141が公表されるまでは，企業結合会計は，
基本'１１<Iには，会計原Ⅱ||審議会（AccoulltingPrin‐
ciplesBoal、｡：ＡＰＢ）が]970年８月に公表した
「ＡＰＢ意見書第16号企業結合」（ＡＰＢＯｐ〃o〃
ノVO・I6hsi"cssCoﾉ"肋latio"ｓ－以下，ＡＰＢＯ
ｌ６と略す）に従って実践されていた。ＡＰＢＯｌ６
（１）ａｌｎ､８）では，一定の条件を満たす場合に持分
プーリング法を強ilill通１１'し，それ以外の場合には
パーチェス法を埴ⅡＩする「プーリング法条件付通
１１１アプローチ」（coll〔lition1〕asedpoolingapproach）
が採択されている。
（６）SFAS141，pal､a｣〕32.
（７）Intel､nationalAccountingStandar(1ｓBoard， 
Ｉ"ter"αtjo"α／Fillαﾉ1ctα／RepomI"ｇＳｔｕ"ｄｕ７･ｄ３ 
Ｂｌｌｓｊ"cssCo"U6illatjo"ｓ（以下，ＩＦＲＳ３と略す)，
2004,ｐａｒａ､１４． 
（８）I11ternationalAccollntingStan(Iar(IsBoard， 
Ｂｕｓｉｓ／b'ＣＯ"cmsionノＦＲＳ３Ｂ【MZcSsCom6i"ａ－
Ｚｉｏﾉ1s,2004,paras・ＢＣ４２－４３ａｎｄＢＣ４７－４９．
（９）菊谷正人「企業結合会計の新展|＃１－公正(、
（ｌｌｌｉパーチェス法のI1l1論|Ｗ妥当性と実務｢|<1通IⅡ可能
性一」『税経j､信』ｆｉ；61巻第13号，2006ｲ'三，２５－
２６頁。
(10）松尾直彦「わが国会計基準に関するＣESRの
同等性評価について」『企業会計』第57巻第９号，
2005年，７０頁。
ｌｌＤＵカｌＭ国の証券＃lllill当局から柵成されるＣESR
は，2001年６月にｌＷｌ`|委員会決議により設定され
た。lT1等性（e(luivalonce）とは，基i((きが|可一であ
ることを意味するのではなく，投資家が館二国の
会計基準に準拠したⅡｲ務諸表に基づいた場合でも，
ＩＡＳ／IFRSに準拠した財務諸表に基づいた場合と
jil似する投資》'1||断を行うことができるiT1能性をい
〔注〕
（１）IntornationalAc()ountillgStandal､(ｌｓＣｏｍ－ 
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経`脚'志林第43巻４号2007年1１１２９
う（Ｗ|:泰則「ＥＵ会計0)夜lIlけとIAS／IFRSの
新局面」『立教経済学研究』第59巻ｶﾞﾘ４号，2006ｲli，
６４頁)。
(11）InternationalAccolmtillgStaID(1al.(lsCom-
mittee,EWDosl"･ＣＤﾉ･(U/Ｍ２ＡｃｃｏｌｚＭＩ"ｇ/bﾉＢｌ(ｓｉ－ 
ｎ(?sＳＣＯ'"仇"αtjo7ls，１９８１，１〕al､as､３１ａｌｌ(I/１３．
武任|安弘『企業結合会計の研究』｜と|桃書房，1982
年，382頁。
(12）IllternationalAccountillgSlan(ｌａｒｄｓＣｏｍ‐ 
mittee，Ｉ"te'･"αtio"α／AccolZMIﾉＪｇＳｔｑＭα'てノ２２
ＡCCC【"Ztj"ｇ/b'･BMsj"essCo"1611"αtio'1s，（以下，
ＩＡＳ2２（1983）という)，1983,paras､36-38．
(13）ＩＡＳ（1983)，paras､40-42． 
負ののれんに対する「蜆Ⅱ'Ｉ的lⅢI法」（負にi計上・
利益取崩法）とは，繰延利益（〔1efe1Te〔1income）
として処理し，組織的基準に基づいて利怖に計上
していく方法である。「負債計上・資産IllliliilMll殺法」
とは，繰延利益として処ＩＩＬ，収ＭこよりIlY得し
た償却可能非貨幣資産にその公IEIlllillilIの割合に応
じて配賦・相殺する方法である。
(14）AccountingStandal､dsCommittee，Ｓｔａｔｅ‐ 
〃ＩＣ"ｔｑ／８tα"daMAccol"】伽ｇＤａｃｔｊｃｅ２２Ａｃ‐
ｃｏｌｚ"tj"ｇ/b'･good【(ﾉj",1984,1)al･as､32-33．
英国で実践されていた「持分控除法」は，1990
年８月１日にＡＳＣから改組された会計基準稀議会
（ASB）が1997年12)1に公表した「１１ｲ称報告蕊準第
１０号のれんと無形資産」（ﾉ７１１"αﾉｌｃＭＩＲｃ/)ortjl"９
８tα"ｄｌａ'て/ＩＯＧｏｏｄ,()i〃αＭｊ"(("Dgjiblcasscts）に
よって，国際的調和化の観点から廃棄された。な
お，英|玉|における企業結合会計蛾準の史的展I)卜1．
内容については，下記論稿を参Ⅱ(Iのこと。
Pliij谷正人「英国における企業ﾙI1i合会計の展ＩｌＨ」
『経Hl1研究』第46号，2002（'三。
(15）菊谷正人『|玉Ⅱ際会計のＩｉｌｉ究』（111成社，1994年，
２７頁。
1974年に米国とカナダが，南米諸'五|における資
本市場の育成のために，証券慌督当局・証券取り｜
所を指導する目的として，米ﾘﾄ|証券監将lil会（I､‐
tor-Amori(PanAssociatiollofSecuritj()sCommis-
sions）を設立した。1983年５)三|に，フランスの証
券１Ｍ|委員会，ロンドンの|正||端i[券110(リ|所が川岨
したのを契機に，各|玉|の証券IWii督当)而折証券取り｜
）ﾘrが加入し，1986年７)三|にＩＯＳＣＯと｡」(称した。’三Ｉ
本の人iMIi齢ilソ渦は，1988年１１月のメルボルンの
第l31nl総会において川lIIMした（同上書，３６頁)。
(16）］ntol･nationalAccountingStandar〔IsCom-
mitteo,ﾊﾉﾉＯＳＩ"でＤ'･(I/ｔ３２Ｃｏ'７ZpQﾉ･aMjtJyQ/ﾉﾏＹ－
ｎ(z"ＣＭＩＳ(ａｔ(?"ＩＣ"t８，（以下，E32と略す)，1989,
1)aras、ｌ８ａｎ(１２１－２２．
(17）菊谷j[人「『ＩＡＳＥ３２趣意書』について」『税
経通信」第46巻館２号，1991年，11頁。
(18）llltornationalAccountingStall(lar(IsCom-
mittoo，ＳＭＣ'"c"ｔｑ〃71tc"ｔＣｏ"DPαＭ〕i/it､ｙｑ／
Ｆｉ"(J"ｃＭＳＺ(Ztc"DC"tｓ（以下，「E32趣旨書」とい
う)，1990,1〕ara」1．
(19）Ｅ３２，１)aTa」66．
(20）Ｅ３２，１)aral68． 
「E32趣旨書｣，ｐ17．
(21）IntornationalAccountingStandardsCom-
mittee1J"(c'･"αZio"α／AccoIz〃ti"ｇＩＳｔα"(/("Yノ２２
（'･ＭＳＰ〔ノノ993）BlZsj"ｃｓｓＣｏＭ)i"utio"ｓ（以下，
ＩＡＳ2２（1993改訂）と略す)，1993,paras1I-l8
and61・
lASClll1zl1会は，ＩＡＳ2２（1993改訂）を含む10締
の改訂IＡＳ（Illllfll資産，期間純損益・重大な誤謬・
会計７４/針の変１１１，１ﾘﾄ究開発費，工事契約，イ丁形'１１１１
定識廠，収紬，退職給付費用，外|卦為替7}１１場変ﾘﾘ１
の影郷，企業結合および借入費用）を1993ｲ|:11)１
に承認した。これら複数の改訂ＩＡＳは，『財務
諸表の比較可能性改訂国際会計基準（1993<'三)』
（ＣＯ'７１ﾉﾉ(z,YIMjt・ｙＱ／〃!(z"ｃｉａｌＳｔ(zte'"c"ｔｓ昨
【ﾉjsM／ﾉMc/･"ＭｏﾉMAccoIz"ti"ｇＳｔａＭα'･dsI993）
として一括・公表されている。
(22）ＩＡＳ2２（1983)，para､２０． 
ＩＡＳ2２（1993[M(訂)，para、４２．
(23）ＩＡＳ2２（1993.1(訂)，ｐａｒａ４９－５Ｌ
(2'１）ＩＡＳ2２（1993改訂)，para,４５．
(25）WijljiI秀継『のれん会計の理論と制度一無形
資産および企業給合会計基準の|工|際比較一』に｜
桃書房，2000ｲＩｉ，103頁。
(26）ＩＡＳ2２（1998改訂)，paras､44,50-51ａｎ(１５６－
５８． 
(27）ＩＡＳ2２（1998改訂)，paras､61-62．
(28）Ｇ＋１，ノ<CCCﾉ"ﾉ７１c/ldatio"s/bMc/】伽j"ｇＣｏ〃
【ﾉ叩C"CCC'Ｍ/ＩＣﾉＷ/DC〔/ｓｑ/Accol"ztjﾉ２９/ｂｌＢｌＭ－
〃cssCo'〃ｂｊ〃αｔｊｉｏ"８，１９９８，paras、５４－５５．
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3０企業結合会計基準の国際的収赦一国際!'ｲ務報告基準第３号をし''心にして－
(２９）FinancialAccountillgStan(lar(ｌｓＢｏａｌ･(１， 
ＭＪt(?"ＩＣ"（ｑ／肋'α"cM1AccoI"lti"ｇＳＺ(J"(/("Y/ｓ
Ａ/０．ﾉｲ２GoodIl(）j/１１１〔z"〔／０t/ＩＣ'･ノ71tα"αglWcAsseZs，
２００１，pal､as、１８－２０．
(30）万代勝信「取得と持分の結合の識>}||」斎１１締り
樹編菩『逐条解説企業結合会計基準』’１１火経済
社，平成16年，３５頁｢。
(31）IntornationalAccouIltingStan(Iar〔ＩｓＢｏａｌ，(I，
ＥＭｏｓｌ"･(、,．q/ｔ３Ｂ【（sji"cssCom肋ｌａＺｉｏ"ｓ（以下，
ＥＤ３と略す)，2002,pal･as，l3and54．
(32）宗ｌｌ１健一「会計ＪＴＬ準の収赦に関する利害lIL1係
昔の諸)又応」『會計』鋪169巻第1号，2006ｲｌｉ，｜()0－
105頁。
(33）ＩＦＲＳ３，paras､４－５． 
(34）ｌＢＤ３，parasllall(１１４． 
１ＦＲＳ３，１〕al･aslN2all(１１Ｎ５．
(35）ＩＦＲＳ３，para､16． 
(36）ＩＦＲＳ３，paras、17-19．
(37）ＩＦＲＳ３，para､２０ 
(38）ＩＦＲＳ３，paras，２４ａｎ(１２９． 
(39）ＩＦＲＳ３，para､２５． 
(40）SFASl41,para､２２． 
(41）菊谷『[人「『企業結合に係る会計基準』の１１Ⅱ題
点一企業結合会計基準の国際比較一」『ﾉL州
国際人学経営'経済論難』第１０巻第３号，2004〈'２，
２２０頁。
(42）ＩＦＲＳ３，para､２７． 
(43）ＩＦＲＳ３，paras､36-37． 
公正(llli値とは，取り|の知識のある'1発l'|<1な当事
者|Alで，独立第三者lllllIYrj|条件により資i韮が交
換され，負債が決済されるＩｌ１ｉ額である（IFRS3，
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